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まえがき 

この 規格 は， 工業 標準化 法 第 14 条 によって 準用す る 第 12 条第 1 項の 規定に 基づき， 日本 福祉 用具 '生 
活 支援 用具 協会 （JASPA) から， 工業 標準 原案 を 具して 日本工業規格 を 改正す べきとの 申出が あり， 日本 
工業 標準 調査 会の 審議 を 経て， 経済 産業 大臣が 改正した 日本工業規格 である。 

これによ つて， J1ST 0901:2005 は 改正され， この 規格に 置き換えられた。 

こ の 規格 は， 著作権法で 保護 対象 となって いる 著作物で あ る 。 

この 規格の 一部が， 特許権， 出願 公開 後の 特許 出願 又は 実用新案 権に 抵触す る 可能性が ある ことに 注意 
を 喚起す る。 経済 産業 大臣 及び 日本 工業 標準 調査 会 は， このような 特許権， 出願 公開 後の 特許 出願 及び 実 
用 新案 権に 関わる 確認に ついて， 責任 はもたない。 
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高齢者 《 障害者 配慮 設計 指針 一 移動 支援の ための 
電子 的 情報 提供 機器の 情報 提供 方法 

Guidelines for older persons and persons with disabilities- 
Information presentation using electronic guiding and wayfinding system 

序文 

この 規格 は， 2005 年に 制定され， その後 1 回の 改正 を 経て 今日に 至ってい る。 その後の 我が国の 使用 状 
況に 対応す るた め， 今回 実証 実験 を 行い， 改正した。 
な お ， 対応 国際規格 は 現時点で 制定 されて いない。 

1 適用 範囲 

この 規格 は， 主として 高齢者 • 障害者な どの 利用者 （以下， 利用者と いう。） せ, 電子 的 情報 提供 機器 を 
用いて 移動す る ときの， 利用者 端末 及び 情報 提供 方法に ついて 規定す る。 
この 規格 は， 次の ような 形態の 場合に 適用す る。 

a) 利用者 端末 又は 設置 器からの 誘導 情報に 従いながら 目的地まで 移動す る 形態 （以下， 誘導と いう。） 
で， 必要に応じて 注意 情報 及び 位置 情報 を 利用す る 場合。 

b) 利用者 端末 又は 設置 機器からの ラン ドマ一 ク 情報 を 参考に しながら 目的地まで 移動す る 形態 （以下， 
案内と いう。） で， 必要に応じて 注意 情報 及び 位置 情報 を 利用す る 場合。 

2 引用 規格 

次に 掲げる 規格 は， この 規格に 引用され る ことによって， この 規格の 規定の 一部 を 構成す る。 これらの 
引用 規格 は， その 最新 版 （追 補 を 含む。） を 適用す る。 

J1S C 1806-1 計測， 制御 及び 試験 室 用の 電気装置 一 電磁 両立 性 要求 事項 一 第 1 部 ： 一般 要求 事項 
JIS S 0011 高齢者 • 障害者 配慮 設計 指針 - 消費生活 製品の 凸 記号 表示 
JIS S 0012 高齢者 • 障害者 配慮 設計 指針 - 消費生活 製品の 操作 性 

JIS S 0031 高齢者 • 障害者 配慮 設計 指針 - 視覚 表示物 一年 代 別 相対 輝度の 求め 方 及び 光の 評価 方法 
JIS S 0032 高齢者 • 障害者 配慮 設計 指針 - 視覚 表示物 一 日本語文字の 最小 可読 文字 サイ ズ 推定 方法 
JISS0033 高齢者 • 障害者 配慮 設計 指針 一 視覚 表示物 一年 節 を 考慮した 基本 色 領域に 基づく 色の 組合 
せ 方法 

JIST0102 福祉 関連 機器 用語 [支援 機器 部門] 
3 用語 及び 定義 

この 規格で 用いる 主な 用語 及び 定義 は， JIST0102 による ほ 力、 次に よる。 
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3.1 

電子 的 情報 提供 機器 

利用者 端末 及び 設置 機器に よ つ て 構成され， 両者 間で 情報通信 を 行 う 機器。 
なお， 電子 的 情報 提供 機器の 例 を， 附属 書 A に 示す。 
3.2 

利用者 端末 

利用者が 携行 可能で あり， 設置 機器との 間の 通信に よって， 利用者に 対して 音声， 文字 若しくは 固 像の 
いずれ か 又は 複数の 組合せに よって 情報 を 提供す る« 及び/又は 利用者が 設置 機器に 対して 情報 提供 を 
指示す る た めの 信号 を 送信す る 機器,:, 
3.3 

設置 機器 

主に 建物， 道路な どに 設置し， 利用者 端末に 情報 を 提供す る， 又は 利用者 端末からの 要求に よって 利用 
者に 対して 音声， 文字 若し く は 画像の いずれ か 又は 複数の 組合せで 情報 を 提供す る 機器で GPS 衛星 を 含む。 
3.4 

注意 情報 

利用者が 移動 を するとき に， 危険と なる 可能性が ある 場所に おいて 提供され る， 注意 喚起 を 目的と した 
情報。 
3.5 

誘導 情報 

利用者が 移動 をす る ときに， 移動 方向の 継続 又は 変化が 必要と なる 場所に おいて 提供され る， 誘導 を 目 
的と した 1 青 報。 
3.6 

ランドマーク 情報 

利用者 が 移動 を するとき に， 目標 又は 目的地 を 確認す るた めに 必要と なる 場所に おいて 提供され る， 案 
内 を 目的と した 情報。 
3.7 

位置 情報 

利用者が 現在地 を 知 る た めの 情報。 

4 利用者 端末 
4.1 機能 

利用者 端末に 必要な 機能 は， 次に よる。 
なお， 追加 的 事項 を， 附属 書 B に 示す。 

a) 情報 提供の 媒体 音声， 文字 若しくは ■ 像の いずれ か， 又は 複数の 組合せに よる。 

b) 情報 提供の 内容 分かりやすい 表現 を 用いなければ ならない。 ただし， できる 限り 冗長と ならない よ 
うに 配慮す る。 

C) 情報 提供の 速度 音声， 文字 及び 画像に よる 情報 提供の 速度 は， 提供す る 情報の 内容 を 考慮し， 利用 
者が 情報の 内容 を 理解し やすい 速度と しなければ ならない。 

d) 情報 提供の 繰返し 情報 を 繰り返して 提供で きる 機能 を もっていなければ ならない。 

e) 音量の 調節 音声に よ る 情報 提供 を 行う 利用者 端末 は， 利用者に とって 必要な 音量 を 確保で き るよう， 
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音量の 調節 機能 を もっていなければ ならない。 

f) 合成音 声の 声の 高さの 調節 合成音 声に よる 情報 提供 を 行う 利用者 端末 は， 利用者に とって 必要な 合 
成 音声の 声の 高さ （ピッチ） を 確保で きる よう， 周波数の 調節 機能 を もっていなければ ならない。 

g) 文字の 大きさの 調節 文字に よる 情報 提供 を 行う 利用者 端末 は， JIS S 0032 によって 利用者に とって 
必要な 文字 サイ ズを 確保で き るよう， 文字 サイ ズの 調節 機能 を もっていなければ な ら ない。 

h) 画面の 色の 組合せの 調節 画像に よる 情報 提供 を 行う 利用者 端末 は， JIS S 0033 によって 利用者に と 
つて 必要な 色の 組合せ を 設定で きる よう， 画面の 色の 調節 機能 を もっている ことが 望ましい。 

1) 画面の 輝度 コントラストの 調節 画像に よる 情報 提供 を 行う 利用者 端末 は， JISS 0031 によって 利用 
者に とって 必要な 輝度 コント ラス トを 確保で きる よう， 輝度 コントラストの 調節 機能 を もってい なけ 
れ ばなら ない。 

j) 誘導 ルートからの 逸脱への 対応 利用者 端末が 正しい 誘導 ルート を 逸脱した こと を検 知した 場合に 
は， 逸脱した こと を 示す 情報 を 提供し， 正しい 誘導 ルートまでの 誘導 又は 新たな 誘導 ルートの 情報 を 
提供で きる 機能 を もっていなければ ならない。 

4.2 構造 及び 形状 

利用者 端末 は， 鋭い 角 又 は^がな く， 滑りに くく 保持し やすい 形状と し， 携帯す るのに 可能な 小形で 軽 
量で なければ ならない。 また， 利用者 端末 を 使用 するとき は， 正しく 保持して いる こと を 識別で きな けれ 
ばなら ない。 
4.3 操作 性 

操作 性 は， 次に よる。 

a) 利用者 端末 は， JIS S 0012 に 基づき， 利用者が 単純 かつ 容易に 操作で きなければ ならない。 また， 利 
用 者が スィ ツチ 類の 状態 を 分かる 仕組みで なければ ならない。 

b) スィッチ 類 は， 点字， 凸 表示な どに よって 識別が 容易な ものと する。 また， 凸 表示で 表す 場合 は， JIS 
S 0011 による。 

4.4 電磁 両立 性 

電磁 両立 性 は， JIS C 1806-1 による。 
4.5 連続 動作 時間 

利用者 端末 は， 実用 上 支障の ない 連続 動作 時間 を 確保し なければ ならない。 また， 利用者が 電池 残 量 を 
容易に 分かる 仕組み を 設けなければ ならない。 

5 情報 提供 方法 

提供す る 情報 は， 注意' I 胃， 誘導 情報， ランドマーク 情報 及び 位置 情報と する。 これらの 情報 は， 利用 
者の 安全性 を 損なう ものであって はならない。 

なお， 利便 性 を 向上させる ために， 付帯 情報， 例えば， 施設の 運用 時間， 階段の 通過 後の 行 先 を 含んで 
もよ い。 

5.1 注意 情報 

注意 情報 は， 次に よる。 

a) 注意 情報の 提供 場所 は， "上り • 下り 階段"， "上り' 下り エス カレー タ"， "段差"，" 横断歩道" 及び" 踏 
切" とする。 

そ の 他 危険 となる 可能性が ある 場所に ついて も ， 注意 情報 を 提供 し な ければ な ら ない。 

b) 注意 情報の 提供 位置 は， 提供 場所の 手前 0.9m とする。 また， 提供 場所の 手前 5m〜10m においても， 
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情報 提供 を 行う。 

C) 注意 情報 は， 提供 場所の 呼称と する。 また， 提供 場所の 方向 も 提供す る ことが 望ましい。 

例 "下りの 階段が あります"， "この 先に 踏切が あります"。 
d) 横断歩道に お け る 歩行者 信号灯 器の 点灯 状態 及び 踏切に おける 踏切 遮断機の 開閉 状態の 情報 は， 利用 

者の 待ち 位置で 提供す る。 
5.2 誘導 情報 

誘導 情報 は， 次に よる。 

a) 誘導 情報の 提供 場所 は， "分岐点" 及び" 直進が 継続す る 場合の 一定 間隔の 地点" とする。 その他 誘導 
に 効果の ある 場所に ついても， 誘導 情報 を 提供す る ことが 望ま しい。 

例 "左に曲がって ください"， "この 先 を 右折です"， "このまま 直進です"。 

b) 誘導 情報の 提供 位置 は， 分岐点の 場合 は 分岐点と する。 また， 分岐点の 手前 5 m〜10 m においても， 
情報 提供 を 行う ことが 望ましい。 

なお， 直進が 継続す る 場合に は， 注意 情報の 提供がない 限り， 10m〜20m の 間隔で 行う。 
5.3 ランドマーク 情報 

ランドマーク 情報 は， 次に よる。 

a) ランドマーク 情報の 提供 場所 は， "目標" 又は "目的地 を 確認す るた めに 必要と なる 場所" とする。 

b) ランドマーク 情報の 提供 位置 は， 提供 場所と する。 また， 提供 場所の 手前 5m〜10m においても， 情 
報 提供 を 行う ことが 望ましい。 

C) ランドマーク 情報の 内容 は， 提供 場所の 内容と する。 

例 "〇〇 建物 入口です"， "〇〇 番の パス 停です"， "〇〇 会 ま 室です"， "分岐点です"。 

5.4 位置 情報 

位置 情報 は， 利用者 端末が 存在す る 場所 及び その 周辺の 情報 とする。 

例 "〇〇 ビル 前です"， "この 周辺に 〇〇 駅が あります"， "この 付近に は ランドマーク 情報 を 提供 
できる 場所はありません"。 

6 表示 及び 取扱説明書 
6.1 ^/J\ 

利用者 端末に は， 見やす い 箇所に 容易に 消えない 方法で， 次の 事項 を 表示す る。 

a) 製造業 者 名 又は その 略号 

b) 製造番号 
6.2 取扱説明書 

利用者 端末の 取扱説明書に は， 印刷物 及び 電子 データで， 次の 事項 を 記載す る。 

a) 利用者 端末 仕様 

b) 使用 環境 
C) 各部の 名称 

d) 操作 方法 

e) 安全 上の 注意 

f) 故障 時の 措置 

g) 利用に 関する 留意 事項 

h) 製造業 者の 連絡先 



著 iwt» に よ り jwr での IW, mm は 禁止 されて おります。 
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附属 書 A 
(参考） 

電子 的 情報 提供 機器の 例 

A.1 概要 

この 附属 書 は， 障害者 ， 高齢者の 移動 を 支援す る 電子 的 情報 提供 機器の 通信 形態 及び 構成要素の 区分に 
ついて 記述す る もので， 規定の 一部で はない。 

A.2 用語 及び 定義 

この 附属 書で 用いる 用語 及び 定義 は， 次に よる。 
A.2.1 

設置 機器 信号 送信 通信 形態 

設置 機器から 利用者 端末に 対して 信号 を 送る ことで， 利用者 端末が 処理 を 行い， 利用者 端末から 利用者 
に 情報 を 提供す る 通信 形態と する。 この 形態 は， GPS システム 又は 赤外線 音声 情報 案内 （RIAS) 方式 を 含 

む。 

注記 RIAS と は， ANSI A117.1 に 規定され た 方式 をい う 。 
A.2.2 

利用者 端末 信号 送信 通信 形態 

利用者 端末から 設置 機器に 対して 信号 を 送る ことで， 設置 機器が 処理 を 行い， 設置 機器から 利用者に 情 
報 を 提供す る 通信 形態 とする。 
A.2.3 

利用者 端末 信号 送信 • 設置 機器 返信 通信 形態 

利用者 端末から 設置 機器に 対して 信号 を 送る ことで， 設置 機器が 処理 を 行い， 相当す る 信号 を 再度 利用 
者 端末に 対して 送る ことで， 利用者 端末から 利用者に 情報 を 提供す る 通信 形態と する。 
A.2.4 

設置 機器 信号 送信 • 利用者 端末 返信 通信 形態 

設置 機器から 利用者 端末に 対して 信号 を 送る ことで， 利用者 端末が 処理 を 行い， 利用者 端末から 利用者 
に 情報 を 提供す る。 利用者 は 情報 を 受け取る と ともに， 相当す る 信号 を 再度 設置 機器に 対して 送る こ とで， 
設置 機器が 処理 を 行い， 設置 機器 か ら 利用者に 情報 を 提供す る 通信 形態 とする。 

A.3 電子 的 情報 提供 機器の 構成要素 

電子 的 情報 提供 機器の 構成要素 は， 次に よる （図 A.1 参照)。 

a) 利用者 端末 

b) 設置 機器 



著作権法に よ り 無断での 複雠， 転載 等 は 禁止され てお り ま す。 
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図 A.1 — 電子 的 情報 提供 機器の 構成要素 



A.4 電子 的 情報 提供 機器の 通信 形態の 種類 

電子 的 情報 提供 機器の 通信 形態の 種類 は， 次に よる。 
a) 設置 機器 信号 送信 通信 形態 設置 機器から 常時 情報が 発信され ている 環境 下にお いて， 利用者が 利用 
者 端末 を 用いて 設置 機器からの 信号 又は コード を 受ける ことによって， 利用者 端末 側で 情報処理 を 行 
レ、 利用者 端末から 利用者に 情報 を 音声， 文字 若し く は 画像の いずれ か 又は 複数の 組合せに よって 提 
供す る 通信 形態 とする。 通信 形態 を 図 A.2 に 示す。 




b) 利用者 端末 信号 送信 通信 形態 利用者 端末から スィッチ を 押下す るな どで 設置 機器に 対して 信号 を 送 

つて 情報の 取得 を 指示す る ことで， 設置 機器 側で その 指示に 応じて 情報処理 を 行い， 設置 機器から 利 
用 者に 情報 を 音声， 文字 若し く は 画像の いずれ か 又は 複数の 組合せに よって 提供す る 通信 形態と する。 
通信 形態 を 図 A.3 に 示す。 




C) 利用者 端末 信号 送信 • 設置 機器 返信 通信 形態 利用者 端末 か らス イツ チを 押下す る な どで 設置 機器に 

対して 信号 を 送って 情報の 取得 を 指示す る ことで， 設置 機器 側で その 指示に 応じて 情報処理 を 行い， 
その 結果 を 再度 利用者 端末に 対して 送信す る ことで， 禾 IJ 用 者 端末から 利用者に 情報 を 音声， 文字 若し 
く は 画像の いずれ か 又は 複数の 組合せに よって 提供す る 通信 形態と する。 通信 形態 を 図 A.4 に 示す。 
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図 A.4 — 利用者 端末 信号 送信 • 設置 機器 返信 通信 形態 



d) 設置 機器 信号 送信 • 利用者 端末 返信 通信 形態 設置 機器 か ら 常時 一定の 範囲に 信号 を 送信 してお り， 

利用者 端末が その 範囲 内に 入る と， 設置 機器から 利用者 端末に 対して 信号が 送られる ことで 利用者 端 
末が 処理 を 行い， 禾幌者 端末から 利用者に， 設置 機器からの 情報が 獲得で き る 範囲 内で あ る こと の 情 
報 を 音声， 文字 若しくは 画像の いずれ か 又は 複数の 組合せに よって 提供す る。 さらに， 利用者 は， そ 
の 情報 を 受け取る とともに， スィッチ を 押下す るな どで 再度 設置 機器に 対して 信号 を 送る ことで， 設 
置 機器が 処理 を 行い， 設置 機器から 利用者が 意図す る 情報 を 音声， 文字 若しくは 画像の いずれ か 又は 
複数の 組合せに よって 提供す る 通信 形態と する。 通信 形態 を 図 A.5 に 示す。 




図 A.5 — 設置 機器 信号 送信 • 利用者 端末 返信 通信 形態 
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附属 書 B 
(参考） 

電子 的 情報 提供 機器の 追加 的 事項 

B.1 概要 

この 附属 書 は， この 規格で 規定す る 電子 的 情報 提供 機器のう ち， 禾 IJ 用 者 端末の 追加 的 事項 を 記載す る も 
のであって， 規定の 一部で はない。 

B.2 利用者 端末 

利用者 端末に 関する 追加 的 事項 は， 次に よる。 

a) 各種 電子 的 情報 提供 機器への 対応 利用者 端末 は， 各種 電子 的 情報 提供 機器に 対応で きる。 

b) 提供され る 情報 利用者が 取得す る 情報の 必要 又は 不必要の 選択が できる 機能 を もっている。 

C) 利用者 端末の 向いて いる 方位の 検知 利用者 端末 は， その 利用者 端末 自体が 向いて いる 方位が 音声， 
文字 若しく は 画像の いずれ か 又は 複数の 組合せで 分かる 機能 を もっている。 

d) 周辺の ランドマーク 情報の 提供 場所の 方向の 検知 周辺の 案内 情報の 提供 場所の 方向 を 示す 機能 を も 
つてい る。 

e) 情報 提供の 予告 表現 情報 提供 を 行う 前に， 音 及び ノ 又は 振動 を 用いて 利用者に 情報 提供 を 行う こと 
を 知らせる。 

f) 音声 情報の 文字 化 利用者 端末 は， 出力され ている 音声 情報 を 文字情報で 情報 提供す る 仕組み を もつ 

ている。 

g) 情報 提供の 内容 画像 を 用いた 情報 提供 を 行う 場合 は， JISZ8210 に 規定す る 案内 用 図 記号 を 用いる。 

h) 情報 提供の 速度 利用者 端末から 情報 提供 を 行う 場合の 音声， 文字 及び 画像に よ る 情報 提供の 速度 は， 

変更で きる。 

i) 音声 出力の 表示 利用者 端末 は， 利用者 端末 及び Z 又は 案内 装置が 音声で 出力され ている か 否か を 画 

像， 文字 若し く は 振動の いずれ か 又は 複数の 組合せで 提供す る 仕組み を もっている。 
j) 振動の 調節 振動に よる 情報 提供 を 行う 利用者 端末 は， 振動の 調節 機能 を もっている。 



参考文献 JISZ8210 案内 用 図 記号 

ISO/IEC Guide 71, Guidelines ror standards developers to address the needs of older persons and 
persons with disabilities 

ISO/IEC 19501:2005, Information technology ― Open Distributed Processing ― Unified Modeling 

Language (UML) Version 1.4.2 
ANSI Aim, 
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高齢者 * 障害者 配慮 設計 指針 一 移動 支援の ための 
電子 的 情報 提供 機器の 情報 提供 方法 
解 説 



この 解説 は， 規格に 規定 '記載した 事柄 を 説明す る もので， 規格の 一部で はない。 
この 解説 は， 財団法人 日本規格協会が 編集 • 発行 する もので あり， これに 関する 問合せ 先 は， 財団法人 
日本 規格， 協会で ある。 

1 今回の 改正までの 経緯 

この 規格 は， 平成 10 年度 （1998 年） 力、 ら 検討が 開始され， 平成 17 年 2 月 （2005 年 2 月） に 制定され た 
(以下， 旧規 格と いう。）。 この 指針の 制定の 目的 は， 視覚 障害者 を 対象と した 多くの 種類の 電子 的 音声 案 
内 システム （電波 を 利用す る 方式， 電磁 誘導 を 利用す る 方式， 赤外線 を 利用す る 方式な ど） 力 《既に 設置 運 
用され， また， 新しい 支援 システムの 開発が 活発化す る 中で， システム 間の 互換性がない ことによ る 利用 
者の 利便 性の 欠如が 大きな 問題と して 指摘され た 状況 を 踏まえて， 将来の 支援 システム • 機器の 互換性 確 
保 を 主眼と した 標準化 を 行う ことであった。 しかし， 検討の 結果， 支援 システム • 機器の 種類 を 絞り， 仕 
様 を 規格化す る こと は 時期尚早との 結論と なり， 標準化の 第一歩と して， 共通 的に 規定すべき 事項と とも 
に ， 支援 システムの 利用者 端末 は システムの 種類 によら ず 共通 的に 利用で きる ことが 望ましい という 規定 
が 盛り込まれ， 仕様の 規定 を 含む 利用者 端末機 能 • 性能の 具体的 記述に ついては， 後の 改正 又は 新規 規格 
化に 委ねる こと と した。 

その後， 上記 指針の 基本的な コンセプト である 共通 端末 化に よる 利用者の 利便 性向 上の 趣旨に 従って， 
視覚 障害者に 加えて 聴覚 障害者 及び 車い す 使用者に 支援 障害者 を 拡大した 大規模 研究開発 である "障害者 
等 IT バリア フリー プロ ジヱク ト" が 平成 15 年度から 18 年度まで 実施され た。 障害者 等 IT バリア フリー 
プ ロジェ. クト （ITBF) では， 既存の システム インフラ である 交差点の 音:; 巧 f 「(ひ ti， 歩行者 等 支援 情報通信 
システム （PICS) などとの 互換性 確保， GPS, IC タグ （RFID) などの 新しい デバイス '技術の 応用な どの 
視点で 統合 的な 支援 システムの 開発 • 評価が 実施され， 共通 端末の 有用性 及び このよう な 支援 システムの 
設計 • 開 発の 指針と なる 技術 データが 得られた。 また， 平成 16 年度から 20 年度まで 実施され た "自律 移 
動 支援 プロジェクト" では， IC タグ， 電波 '赤 外線 マーカな ど を 利用した 位置 特定 技術 を 基本と して， 移 
動 支援 を 行う システムの 開発' 評価が 実施され， 多くの 技術 データが 取得され た。 また， 平成 18 年度に "高 
齢 者， 障害者 等の 移動 等の 円滑 化の 促進に 関する 法律" （バリア フリー 新法） 力 5 施行され， これに 基づき 障 
害 者の 移動 支援に 関する 具体的な ガイ ドライ ンの 策定が 行われた。 

以上の よう な 大規模 開発の 技術的な 成果 及び 法 整備の 進展 を 背景に， 指針 内容 を 更に 具体化し， 対象 を 
視覚 障害者， 聴覚 障害者 及び 車い す 使用者へ 拡大し， 支援 システムの 設計 ， 開発に 有効な 指針の 制定が 可 
能と 判断され， 平成 20 年度に "障害者 等 移動 支援 システム 標準化 検討委員会" が 設置され た。 

今回， 日本 福祉 用具 • 生活 支援 用具 協会 は， JIS 原案 作成 委員会 を 組織し， JIS 原案 を 作成した。 この 
JIS 原案 を 主務大臣 である 経済 産業 大臣に 申出し， 日本 工業 標準 調査 会で 審議 議決され， 平成 23 年 3 月 22 

解 1 

著作 «EE に よ り 《W での 親轚， 等 は 禁止 されて おります。 
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日付で 公示され た。 

2 今回の 改正の 趣旨 

JIS T 0901:2005 (視覚 障害者の 歩行 • 移動の ための 音声 案内に よる 支援 システム 指針） として， 旧規 格 
は 平成 17 年 2 月 に 制定され た。 こ の 指針で は， 音声 案内に よ る 支援 システム を 構成す る 案内 装置 並びに 利 
用 者 端末の 定義 及び 要求され る 基本 事項， 利用者 （視覚 障害者） に 提供す る 情報の 区分， 内容の 種別， 提 
供 場所な どが 規定 又は 例示され， 視覚 障害者の QOL 向上に 資する 音声 案内に よる 支援 システム に関する 
基本 事項が 指針と して 示された。 また， この 指針に は， 利用者 端末が 統一され， 利用者が 種類の 異なる 案 
内装 置 を 共通の 利用者 端末で 利用で きる ことが 望ま しいとの 趣旨の 指針 も 盛り込まれ， 互換性 確保 も 含め 
て 将来の 課題と して 残された。 

一方， この 趣旨 を 踏まえ， 対象と なる 障害者 を 視覚 障害者， 聴覚 障害者 及び 車い す 使用者に 拡大した 障 
害 者 等 IT バリア フリー プロジェクト [経済 産業 省 及び 独立 行政法 人 新 エネルギー • 産業 技術 総合開発 機構 
(NEDO) 生 導] が 平成 15 年度から 18 年度までの 間に 実施され， 複数の 異なる 方式の 支援 システムに 共 
通に 適用で きる "利用者 共通 端末" 力 欄 発され， その 有用性が 実証 実験に よって 確認され た。 また， "自 
律 移動 支援 プロ ジヱ クト" （国土 交通 省 主導） 力 《平成 16 年度から 20 年度までに 実施され， "いつでも， ど 
こで も， だれでも" 移動な どに 関する 情報 を 入手す る ことができる 環境の 構築 を 目指した 移動 支援 • 案内 
システムの 開発' 評価が 行われ， その 有用性 も 確認され た。 そこで， 旧規 格に 掲げた 利用者 共通 端末の 実 
現 を 含む 開発 プロ ジ X ク トの 実施に より 得られた 技術 データ 等 を 有効に 利用し， 既に 制定され た 指針 を更 
に 具体化す る とともに， 利用者の なお 一層の 利便 性向 上 を 図る こと を 目的と した 支援 システムの 設計 • 開 
発に 資する 事項 を， 規格と して 盛り込むべく 改正す る ことと なった。 

3 審議 中 に 特に 問題と な つ た 事項 

今回の こ の 規格の 改正 審議 中で 問題と なった 事項 は， 次のと おりで ある。 

a) この 規格が 全盲 かつ 全ろう の 障害者に 適用 可能 か 否かに ついての 謹侖が 行われた。 この 規格 は， 利用 
者が 携帯 端末 を 用い， 音声 • 文字 • 画像 を 媒体と して 情報 を 取得す る こと を 前提に してお り， これら 
の 伝達 手段に よって 情報 を 取得で きない 障害者の 方々， 例えば， 全盲 かつ 全ろう の 障害者 は， この 規 
格に よる 支援 システム を 利用 する こと はで きないと 判断され た が， 利用 の 可能な 人 もい るの で， 適用 
範囲で は 特に 記述して いない。 

b) この 規格 は， 審議 開始 段階で は， 適用 範囲 を "適用 可能な 障害者と して 視覚 障害者， 聴覚 障害者 及び 
車い す 使用者な ど" としていた。 この 段階で， 上肢 障害者 等で 車い す 使用 をして いない 障害者に 対し 
て も 適用で きる ので はない かとの 意見が 提示され た。 この 規格 は， 携帯 形の 利用者 端末 を 所持し， 操 
作 をす る ことが 前提で 作成され たもので あるので， 上肢 障害者 を 対象範囲と して 明記す る こと は 適切 
ではない と 判断され た。 しかし， 実 運用 上 は， 利用者 端末 を 操作す る ことに 特に 支障がない 障害者に 
対して は， 運用 上 適用され 得る と考えられる。 さらに， 適用 可能な 障害者と しての "視覚 障害者" の 
記述 は， 視覚 障害 だけでなく 発達 障害 も 含まれる との 意見に より， 適用 範囲の 内容 を 具体的な 障害者 
名で 表記す るので はなく， "高齢者 • 障害者な どの 利用者" とした。 

C) この 規格 は， 利用者 を 中心と した 方向 • 方位に ついて 認知す る ことが 可能で ある こと を 前提に 作成 さ 
れ るべき ではない かとの 意見が 提示され た。 ある 地点 を 基準と した 方位 を検 知す る 手段と して， 例え 
ば， 磁気 コンパス などが よく 使われる。 しかし， 現存す る これらの 手段で は， 誤差， 信頼性な どの 点 
において 障害者 を 正確に 誘導， 案内す るに は 十分で はない。 つまり， 実用 上， 簡便に 方位 を 計測す る 

解 2 
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こと は 技術的に 難しい のが 現状で ある。 しかし， 目標 物な ど ある 特定の 対象に 対する 方向 を 確実に 認 
知し， 確認す る 手段 は， 赤外線 方式 支援 システム などで は 実用化され ている。 このような 技術的な 背 
景も 考慮して， 本体に は 記述せ ず， B.2 C) に， 対象 物に 対する 方向と は 限らず， -一般的な 意味での 方 
位， すなわち， 利用者 端末の 向いて いる 方位の 検知 について 記述し， B.2d) に， 周辺の ランドマーク 
情報の 提供 場所の 方向の 検知 について 記述した。 

d) 利用者 端末で は， 全ての 音声 メ ッ セージ を そのと お り に 表示 部に 表示させる べきで はない かとの 意見 
が 提示され た。 この 樣 能の 実現に は， 技術 • 運用 上 検討され るべき 課題が ある 力 5 ， 聴覚 障害者 等の 利 
用 者に 対して 有効な 情報 伝達 手段で も あるので， B.2f) に 記述した。 

e) 情報 提供 内容に ついて， 旧規 格で は， 種類 を 注意 喚起 情報， 位置 情報， 経路 情報 及び 領域 情報と 区分 
していた 力く 利用者が 誘導に より 行動す る 場合 及び/又は 案内に より 行動す る 場合の 行動 形態 を 考慮 
して 再 区分し， 注意 情報， 誘導 情報， ランドマーク 情報 及び 位置 情報の 4 種類と した。 

4 規定 項目の 内容 及び 主な 改正 点 

旧規 格で は， 視覚 障害者 だけ を 対象と していた 力 s， 今回 は 対象 者 を 広げ， 聴覚 障害者 及び 車い す 使用者 
も 対象 者と した。 このため， システムの 装置 を 示す 用語， 方式 区分な ど を， 次のように 全面的に 改正 をし 
た。 

a) 適用 範囲 （本体の 箇条 1) この 規格 は， 携帯電話 及び アダプタ による 利用者 端末 を 使用した 実証 実 
験 （ITBF 実証 実験 一 後述） において 得られた 成果 を 主体に， 利用者 を 拡大し 規定 を 改正して いる。 "高 
齢 者 • 障害者 配慮 設計 指針 一 移動 支援の ための 電子 的 情報 提供 機器の 情報 提供 方法" と 規定して いる 
の は， 携帯 形の 利用者 端末 を 歩行 • 移動の 補助 手段と して 操作しながら， これらの 情報 を 利用して 歩 
行 • 移動が できる 人 を 対象と している ためで ある。 

また， この 規格 は， 利用者 を 携帯 端末 を 用い， 音声 • 文字 • 画像に よる 情報 提供で 歩行 • 移動が 可 
能な 高齢者' 障害者と している。 これらの 情報 提供 手段に よって 情報 を 取得で きない 障害者 （例えば， 
全盲 かつ 全ろう の 障害者） は， この 規格に よる 支援 システム を 利用す る こと は 難しい。 ただし， 軽度 
の 障害で あれば 利用の 可能性が 増す ため， 本体の 適用 範囲で は 障害 名での 規定 を 行わない ことにした。 

b) 引用 規格 （本体の 箇条 2) ここで 引用され る 規格 は， 利用者が 機器 操作 を するとき の 操作 部位の 表 
示， 操作 性 を 高める ための 製品 設計 指針な ど を 示す もので， この 規格に 規定され る 利用者 端末の 設計 
の 指針と なる ものである。 

C) 用語 及び 定義 （本体の 箇条 3) 

1) 電子 的 情報 提供 機器 （本体の 3.1) 利用者の 歩行 • 移 動に 有益な 誘導 又は 案内に 関する 情報 を， 音 
声 '文字' 画像で 利用者に 提供す る 装置の 総称で， 利用者 端末 及び 屋内 外に 設置す る 設置 機器から 構 
成す る 。 利用者 端末 と 設置 機器 との 通信に よって， 利用者 端末 側 及び Z 又は 設置 機器 側か ら 利用者 
へ 情報 を 提供す る た め， 通信 形態が 種々 あ り ， 附属 書 A に そ の 種類 を 図解 とともに 示した。 

2) 利用者 端末 （本体の 3.2) 利用者 力 嘴 帯す る もので， 設置 機器と 通信 を 行う ことで 情報 を 受け， そ 
れを 音声に 変換す る 機能， 文字 • 画像に 変換す る 機能， 設置 機器 を 駆動す る 機能な ど を もつ。 利用 
者への 情報 伝達 手段と して は， 内蔵 スピーカ， ィャ フォン （骨 伝導 形な ど を 含む。）， 液晶 表示 器な 
ど 力 《ある。 

3) 設置 機器 （本体の 3.3) 電子 的 情報 提供 機器 は， 利用者 端末 及び 屋内 外に 設置す る 設置 機器で 構成 
される。 ただし， 設置 機器に は， 設置され ている 場所の 名称な ど を 情報と して 提供す る 機器， 及び 
設置され ている 場所の 位置の 座標な ど を 情報と して 提供す る 機器の 2 種類が あるた め， ここで は， 
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解説 図 1 に 示す ように， 前者 を 案内 機器， 後者 を 位置 特定 機器と 呼称して 説明す る。 案内 機器に つ 
いて は， 利用者 端末と 相互に 情報 を 通信す るた め， 解説 図 1 では 双方 向の 矢印 を 記載し， 位置 特定 
機器に ついては， 位置 特定 機器から 座標 情報な ど を 発信す る だけな ので， 一方 向の 矢印の 記載と し 
ている。 



利用者 而末 




案内 機器 



位置 特定 機器 



解説 図 1 - 電子 的 情報 提供 機器の 構成 例 



3.1) 案内 機器 利用者 端末に 提供す る 情報に は， 案内 機器から 常時 提供す る 場合， 利用者 端末からの 
要求に よって 提供す る 場合な どが ある。 案内 機器 自身で 情報 を 提供す る 方法 は， スピーカ による 
音声， 表示 装置に よる 文字， 画像 表示な どが ある。 

視覚 障害者 用に は， 通信 を 電波， 赤外線， 磁界な どで 行う ものな どが ある。 視覚 障害者 用に 電 
波で 通信 を 行う もの は， 微弱 電波 を 使用した 方式が 普及して おり， 交差点 • 横 断路に おける 盲人 
用 装置の ボタン を 押す 替わりに， 利用者が 携行す る 端末の 操作に よる 電波に よって， 利用者が ボ 
タン を 押した 場合と 同様な 機能 を 発揮す る もので， 交差点な どの 外 施設 出入り口な どに 多 く 利用 
されて いる。 また， 視覚 障害者 用に 用いられる 赤外線で 通信 を 行う もの は， ANSIA117.1 に 準拠し 
た RIAS (Remote Infrared Audible Signage) 方式が 普及して おり， 我が国で は， '二 5 お: 庁に よる 信号 
交差点に おける "歩行者 等 支援 情報通信 システム" （PICS), 施設 内 案内な どに 利用され ている。 

3.2) 位置 特定 機器 利用者 端末に 提供す る 情報に は， 緯度， 経度， 高さな どの 座標 情報 を 送る 場合， 
あらかじめ 決められた コード を 送る 場合な どが あ る 。 国土 交通 省/ 自 律 移動 支援 システム で は ， 
位置 特定 インフラと 呼称して いる。 GPS もこの 範囲に 定義され る。 

位置 情報の 取得 手段に は， GPS による 取得， IC タグ （RFID) による 取得， 赤外線に よる 取得な 
どが ある 力 s\ GPS 以外の 場合 は， 位置 特定 機器から 利用者 端末へ 特定の コード を 提供し， 利用者 
端末が 位置 情報に 変換す るの が 一般的で あ る 。 位置 特定 用の 技術に は， 電波 マ一 力， IC 夕 グ (RFID) . 
IC タ グ 付き 視覚 障害者 誘導 用 ブロック， QR コード タ グな どが あ る 。 
d) 利用者 端末 (本体の 筒条 4) 

1) 情報 提供の 繰返し [本体の 4.1 め] 利用者が 聞き 逃した 情報 を 確認す る， 又は 再 確認の ために， 
提供され た 情報 を 繰り返して 聞く こと を 任意に 行いたい と 要望が あり， この 項が 追加され た。 設置 
■ 側で 情報 を 繰り返し 発信す る こ と もこの 範囲に 含まれる。 

2) 音量の 調節 。 合成音 声の 声の 高さの 調節 [本体の 4.1 e) 及び 4.1 f)] 利用者の 個人差， 高齢 化な ど 
によって， 利用者 自身が 自己 特性に 合わせて 調節す る ことが 必要と なる。 一般的に， 視覚 障害者の 
聴覚 特性に おける 可聴 周波数 特性 は 個人差が 大きい とされる。 また， 高齢者の 高音 域での 機能 低下 
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も 一般的で あり， JIS S 0013 (高齢者 • 障害者 配慮 設計 指針 一 消費生活 製品の 報知 音） では， 報知 音 
について は 周波数 2.5 kHz を 超えない ことが 望ましい としてい る。 これらの 背景から， この シス テ 
ムの 利用者 端末に おける 音響 特性に ついては， 利用者 個人の 聴覚 特性 （可聴 周波数 特性） 及び 使用 
環境に おける 環境 音との 雑音 対比 （S/N 比） を 補正で きる ことが 望ましい。 利用者 端末で は， 音響 
特性の 補正 は， 低 域， 中 域， 高 域に わたる 周波数 帯域 を 連続 又は 段階 的に 強調で きる ことが 望まし 
レ、 段階 的に 補正す る 場合 は， 3 段階 以上の 切り替えが 可能で ある ことが 望ましい， との 利用者 側 
からの 意見が あった。 これらの 観点から， 音量の 調節 • 合成音 声の 声の 高さの 調節の 2 項が 規定 さ 
れた。 

e) 情報 提供 方法 （本体の 箇条 5) 

1) 全般 情報 提供 は， 注意 情報， 誘導 情報， ランドマーク 情報 及び 位置 情報で 構成され る。 

利用者に 提供す る 情報 内容 は， 利用者の 目的に 合わせて， 情報 提供 を 構成す る 情報 を 適宜 組み合 
わせて 提供す る。 提供 情報に は， さらに， 利用者の 利便 性 を 向上す るた めの 付帯 情報 （例えば， 施 
設 などの 運用 時間， 交通信号 機の 状態 情報， 昇降機の 所在 階 情報） を 含んでも よい。 ただし， その 
情報が 利用者の 安全 を 損な う ものであって はならない。 

本体で は， 様々 な 情報 提供 内容 "情報 提供 力 S 必要な 場所 及び 情報 提供 位置" が 規定され ている。 
これらの 場所 又は 位置 は， 解説の 箇条 2 で 述べた "障害者 等 IT バリア フリー プロ ジヱク ト" などに 
よって 得られた ものである 力 s， 案内 装置 を 設置す る 場所 を 詳細に 規定す る こと は， 国土 交通 省が 発 
行して いる バリア フリー ガイ ドラ インな どと 重複す る 場合 も あり， 本体で は， 情報が 利用者に 提供 
される 位置 を 表現す るに とどめた。 この 解説で は， 利用者に とって 通解し やすく， かつ， 支援 シス 
テムの 実際の 運用に 役立つ こと を 目的と して， 情報 提供 対象， 情報 提供 内容， 情報 提供 位置 を 具体 
的な 例と ともに 解説 表 1 に 詳細に 示した。 

解説 表 1 の 情報 提供 位置 欄の 距離 は， 利用者が 情報 提供が 必要な 場所の 手前で 情報 を 取得で きる 
範囲 又は 位置 を 示す もので あり， 障害者 等 IT バリア フリー プロ ジヱク ト 実証 実験 （1TBF 実証 実験） 
に よ つて 後述の とおり 得ら れた デー タ 及び 参加 企業の 知見 を 基に している。 利用者が 情報 を 取得で 
き る 状態 は， 利用 方式 又は 情報 を 提供す る 状況によって 異なり， 情報 提供 位置の どこかで 情報 を 得 
られ， その後， 継続して 情報 を 得られる 場合， どこかの 位置で 情報 を 得られ， その後 は 更に 移動す 
る ことによって 再び 情報 を 得られる 場合， 特定の 位置 だけで 情報 を 得られる 場合な どが ある。 

2) ITBF 実証 実験で 使用した システム ITBF 実証 実験で 使用した システムの 機器 利用 方式 は， 次に 示 
すと おり， 案内 櫞器 • 位置 特定 機器 混成 利用 方式で ある。 案内 機器 利用 方式 は， 案内 機器からの FM 
通信 を 利用者 端末で 受信し 音声 情報 を 提供す る もの （FM 受信 方式)， 案内 機器からの 赤外線 アナ 口 
グ 通信 を 利用者 端末で 受信 し 音声 情報 を 提供す る もの （赤外線 方式) ， 及び 利用者 端末 か らの FM 通 
信に より 案内 機器で ある 壁面 等に 設置した スピーカから 音声 情報 を 提供す る もの （FM 送信 方式） 
であり， 位置 特定 機器 利用 方式 は， GPS， 視覚 障害者 誘導 用 ブロックに 組み込まれた IC タグ を 白 じ 
よう （杖） に 内蔵した センサで 検出す る 方式 （RF1D 方式)， 及び 赤外線 デジタル 通信 を 利用者 端末 
で 受信す る ものである。 

ITBF 実証 実験で 使用した 利用者 端末 は， GPS 受信器 内蔵の 携帯電話に， FM 送受信， 赤外線 受信 
などの 機能 を もつ アダプタ を 組み合わせた ものである。 また， 携帯電話に は， アプリケーション ソ 
フトを 組み込んだ。 携帯電話に 組み込んだ アプリケーション ソフト 及び データベース により， 画面 
に は， 実験 会場の 地図 表示， その上に 重ねての 移動 案内 ルートの 表示， 目標 物の 方向の 矢印 表示な 
どが 表示され る。 利用者 端末の 機能 は， 一部の 携帯電話 にも 同様の 機能が あり， 実証 実験で 行った 
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アンケート 調査に おいて は， 携帯電話に 利用者 端末^ 能 を 組み込ん だもの を 望む 声が 多かった。 実 
証 実験で は， 期間， コス ト， 仕様の 制約な どの 種々 の 条件に よ り アダプタ を 付加す る 方式と した 力、 
将来 は 携帯電話 本体が この 規格で 示す 機能 を もつ， 又は 機能 を 追加す る ことができる 機能 を もつ こ 
と 力 S 望まれる。 

なお， ITBF 実証 実験の 参加者 は 計 255 名で あ り ， 実験 項目 ご と に 異な り ， 1 項目 当た り 6〜29 名， 
平均 23 名であった。 

3) 情報 提供 内容 （解説 表 1 参照） ITBF 実証 実験で 得られた データ 及び それに 基づく 推定 値 は， 次の 
とおりで ある。 

3.1) 下り 階段 下り 階段の 事前 告知の 場合， RFID 方式で 3〜5m， 赤外線 方式で 5〜10m， FM 受信 方 
式で 5m， FM 送信 方式で 5〜10m の 結果で あり， 後述す る 他の 項目 も 5〜10 m の 範囲が 多いた め， 
統一す るた めに 範囲 は 5〜10m とした。 これ は， 解説 表 1 の 番号 15 に 示す エス カレー 夕の 事前 告 
矢 口に も 適用した。 

3.2) 上り 階段 上り 階段の 事前 告知の 場合， RFID 方式で 3〜5m， 赤外線 方式で 5〜10m， FM 受信 方 
式で 5 m, FM 送信 方式で 5〜10 m の 結果で あ り ， 後述す る 他の 項 目 も 5〜10 m の 範囲が 多いた め， 
統一す るた めに 範囲 は 5〜10m とした。 これ は， 解説 表 1 の 番号 15 に 示す エス カレー タの 事前 告 
知に も 適用した。 

3.3) 横断歩道 解説 表 1 の 番号 3 に 示す 横断歩道 に関して は， 交差点 ごとに 情報 提供 距離 を 調節す る 
ことになる。 これ は， 警察庁 仕様書 ー警交 仕規第 1015 号： 音響 式 交通信号 付加 装置の 歩行者 支援 
誘導 機能 部分 （旧警 交 仕規第 309 号： 歩行者 支援 装置 1) に 規定が ある。 

3.4) 踏切 解説 表 1 の 番号 11 に 示す 出入口と 同等と した。 

3.5) 段差 解説 表 1 の 番号 1 及び 2 に 示す 階段と 同等と した。 

3.6) 点字ブロック （視覚 障害者 誘導 用 ブロック） 解説 表 1 の 番号 6 に 示す 点字ブロック （視覚 障害 
者 誘導 用 ブロック） の 分岐点 予告の 場合， RFID 方式で 5m， 赤外線で 5〜10m となって おり， 範 
囲 は 最小 • 最大 を と り 5〜10m と した。 分岐点 位置 は， 階段と 同様と した。 

3.7) スロープ 解説 表 1 の 番号 7 に 示す スロープの 場合， 分岐点 予告 は， RFID 方式で 5 m であった。 

3.8) 工事現場 障害物の 注意 喚起 は， 赤外線 方式で 10m 力 得られて おり， 解説 表 1 の 番号 8 に 示す ェ 
事 中の 事前 告知に 適用した。 

3.9) 空中 突起 障害物の 注意 喚起 は， 赤外線 方式で 10m 力 得られて おり， 解説 表 1 の 番号 9 に 示す 突 
起 物の 事前 告知に 適用した。 

3.10) 案内 板 （触 知 図 を 含む。） 解説 表 1 の 番号 11 に 示す 出入口と 同等と した。 

3.11) 出入口 解説 表 1 の 番号 11 に 示す 出入口 は， RFID 方式で 5〜10m， 赤外線 方式， FM 送信 方式 及 
び FM 受信 方式 （以下， 他の 3 方式と いう。） で 10〜20 m となって おり， 範囲 は 最小. 最大 をと 
り 5〜20m とした。 これ は， 解説 表 1 の 番号 4 に 示す 踏切， 解説 表 1 の 番号 10 に 示す 案内 板 （触 
知 図 を 含む。） にも 適用した。 

3.12) 構造 物の 案内 受付 窓口 解説 表 1 の 番号 11 に 示す 出入口と 同等と した。 

3.13) チェックイン カウンタ 解説 表 1 の 番号 11 に 示す 出入口と 同等と した。 

3.14) エレ ベータ 解説 表 1 の 番号 14 に 示す エレ ベータ は， RFID 方式で 5 m， 他の 3 方式で 5〜10 m 
となって おり， 範囲 は 5〜10m とした。 

3.15) エス カレー タ 解説 表 1 の 番号 1 及び 2 に 示す 階段と 同等と した。 

3.16) トイレ 解説 表 1 の 番号 16 に 示す トイレ は， RFID 方式で 5 m ，他の 3 方式で 10m となって おり， 
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範固 は， 最小 • 最大 を と り 5〜10m と した。 

3.17) 自販機 解説 表 1 の 番号 22 に 示す 券売機と 同等と した。 

3.18) 公衆電話 解説 表 1 の 番号 22 に 示す 券売機と 同等と した。 

3.19) 売店 解説 表 1 の 番号 22 に 示す 券売機と 同等と した。 

3.20) バス停 解説 表 1 の 番号 20 に 示す バス停 案内 は， RFID 方式で は 3m， 5 m, 10m いずれで も 可で 
あり， 他の 3 方式 は 全て 10m であるた め， 統一す るた めに 範囲 は 10m とした。 

3.21) タクシー乗り場 解説 表 1 の 番号 20 に 示す バス停と 同等と した。 

3.22) 券売機 解説 表 1 の 番号 22 に 示す 券売機 は， RFID 方式で 5〜10 m， 他の 3 方式 は 全て 10 m とな 
つてお り， 範囲 は 最小 • 最大 をと り 5〜10 m とした。 これ は， 解説 表 1 の 番号 23 に 示す 改札口， 
解説 表 1 の 番号 17 に 示す 自販機， 解説 表 1 の 番号 18 に 示す 公衆電話， 解説 表 1 の 番号 19 に 示す 
売店に も 適用した。 

3.23) 改札口 解説 表 1 の 番号 22 に 示す 券売機と 同等と した。 

3.24) 乗降 位置 電車 車両の 乗降 位置 を 想定して いるが， バスと は 対応が 取れない ため 数値の 規定 はし 
ていない。 

3.25) バス 解説 表 1 の 番号 25 に 示す 移動体 （バス） 乗降 口 ほ， 赤外線 方式で ドア 前 1〜2 m で 実験 を 
行い 有効と なって いるた め， 範囲 は 最大 側で 2m と した。 

4) 情報 提供 内容に 対する 被験者からの 意見 障害者 等 IT バリア フリー プロジェクト 実証 実験での， 被 
験 者 （実験 参加者） の 意見 は， 次のと おりで ある。 

4.1) 利用者 端末の 文字 • 画像 表示に おいて， 階段の 注意 喚起， 経路 案内の 情報 提供 は， 提供 情報の ォ 
ン • オフの 設定が できる ことが 望ましい。 

4.2) 利用者 端末の 文字 • 画像 表示に おいて， バリア フリー ルートの 経路 案内 は， できる 限り 視覚 障害 
者 誘導 用 ブロック のない ルート， スロープ を 利用す る ルート， エレ ベータ を 利用す る ルート， ェ 
ス カレー タ がない ルート 及び 車い す 用 エス カレー タの 有無 を 考慮した ルートへ 誘導す る ことが 望 
ましい。 

4.3) 経路 探索の 場合の 経路 選定の ための 評価基準 値 （重み） は， 設定 可能が 望ましい。 

4.4) 利用者 端末の 振動に ついては， 階段の 注意 喚起， 経路 案内 及び 段差の 注意 喚起に おいて， 提供 情 
報の オン • オフの 設定が できる ことが 望ましい。 

5) 情報 提供 内容に 対する 障害者 団体の 意見 • 要望 この 規格の 作成 段階に おいて 意見 聴取した 障害者 
団体からの 意見 • 要望 は， 次のと おりで ある。 

5.1) 注意点 事前 提供 機能 は， 車い す 使用者に とって は， 移動 経路に おいて "無 I 太 足 を 踏みたくない" 
という 観点から 重要で あ り ， 注意 喚起 情報 だけで はな く バ リア フリ 一 ルー ト の 経路 案内に おいて 
も 重要で ある。 

5.2) 聴覚 障害者に とって は， 手話 及び 文字 表記に よる コミュニケーションが 重要で あり， 緊急 情報 提 
供 機能， バリア フ リ 一 ルート 案内 機能に おいて 手話 通訳 者 又は 文字 表記ので き る 人の 待機 場所の 
提供が 望ましい。 また， バス 'タクシー乗り場の 提供が 望ましい。 

5.3) 聴覚 障害者に とって は， 電車 等 乗車 中に 混んで いて， 今 どこ を 走って いるか 分からない 場合が あ 
るので， 利用者 端末で は 全ての 音声 メ ッ セージ を そのと おり 表示 して ほし レ ュ。 

5.4) 利用者 端末の 振動の 大きさ （間隔 又は 強さ） 調節 機能 及び 音声 速度の 調節 機能 を もつ ことへの 要 
望が あった。 
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解説 表 1 - 情報 提供 内容 



番 
号 


情報 提供 対象 


情報 提供 内容 


情報 提供 位置 


情 幸 


艮 提供 種別 


'隨 提供 内容の 例 


端末 

立 ■rfci- 
曰 P"^ 


機器 

S 吉 
曰 尸 


文字 
fffil 像 

园 ra< 


1 


下 り 階段 


階段の 事前 告知 （階 
段 あり， 距離， 踊り 
場 あり） 


5〜10 m 手前 




* 


* 


方） Om キに 下り 階 IS: 力 S あ り 

\^ ノ」 ノ Vv^lU ノ し 1/ し 1 ノ ド臼 +： 乂 W 0(J ノ 

ます。 

〇m 先 下り 階段です。 踊り場が 一 
つ あ ります。 


階段の 開始 位置 


0.3〜0.6m 手前 


* 






下 り 階段です。 

1 ノ r t:] 人ノ o 

ここから が 下り 階段です。 


階 の 事前 告知 （行 

き 先） 


5〜10m 手前 


氺 




* 


市役所 方面です。 〇〇 段 あ り ます。 


2 


上 り 階段 


階段の 事前 告知 （階 
段 あり， 距離， 踊り 
場 あり） 


5〜10m 手刖 


* 


* 


* 


(前方） 〇m 先に 上り 階段が あり 

\ 1 J y-j / 111 ノ Li ， ^ し ノ 1 に J ，- * ソ "-ノ ノ 

ます。 

〇m 先 上り 階段です。 踊り場が 一 
つ あ ります。 


階段の 開始 位置 


0.3〜0.6 m 手前 


* 






上り 階段です。 

' こ 力 、らカ S ヒ り P 皆 段です。 


階段の 事前 告知 （行 
き 先） 


5 〜： 10 m 手前 


* 




* 


市役所 方面です。 〇〇 段 あ り ます。 




横断 求 道 


歩行者 信号灯 器の 
状態 （赤 点灯， 青 点 
灯， 青 点滅， 灯器滅 
灯 中） 


(IStiJV, 式 交 

通信 号 付加 装置 ： 歩 
行者 支援 誘導 機能 
相当） 


* 






青に なりました。 

害で 寸 … （"極 h il5 M 

ほし 9 o ソ < ^しノ 

点滅です。 … （繰り返し） 
赤です， 渡れません。 … （繰り返 
し） 

レ ノ 


交差 S 案内 (交差 <^、 

名） 


(警察庁， 音響 式 交 
) 甬 信号 付加 装置 ： 歩 

行者 支援 誘導 機能 
相当） 


* 






〇〇 交差 r さで、 す。 歩行者 支援 信 
が あ ります。 


4 


踏切 


踏切の 事前 告知 （踏 
切 あり， 距離， 踏切 
の 幅) 


{5〜20 m 手前 } 




ネ 


ネ 


踏切が あります。 




段差 


段差の 事前 告知 （段 
差 あり， 段差 量） 


5 〜： 10 m 手!^ IJ 




* 


* 


〇m 先に 段差が あります。 


段差の 開始 位置 


0.3〜0.6m 手前 


* 






段差です 

■rX/CL に，。 

ここに 段差が あります。 


6 


点字 ブ n ッ ク 

(視覚 障害者 
誘導 用 ブロッ 
ク） 


分 || 皮 占 事前 告知 

ノ J リ jlX ハ、、 リ 1— J 力 W \メ」 

岐 あり £B 離 分 
岐 種類/方向） 


s〜10m 手前 


氺 




* 


(T 字 型/十字 型） 分岐点が あ り ま 
す。 


分岐点 位置 


0.3〜0.6 m 手前 


ネ 






分岐点です。 

{〇〇 へ 曲がって く ださい， 〇〇m 
先に 〇〇 があります。 } 


7 


スロープ 


上り， 下り， スロ一 
プ長， 踊り場の 有無 


5 m 手前 


氺 




* 


上り スロープです。 


8 


工事現場 


工事中の 事前 告知 


ilOm 手前 } 


* 




* 


道路工事 中です。 


9 


空中 突起 


突起 物の 事前 告知 


110 m 手前 } 


* 


ネ 




空中に 突起 物が あります。 


10 


案内 板 （触 知 
図 を 含む。） 


案内 板 位置 


15〜20m 手 131 お 


* 


* 


* 


触 知 図が あります。 
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解説 表 1 一 情報 提供 内容 （続き) 



番 
号 


情報 提供 対象 


情報 提供 内容 


情報 提供 位置 


情 1 


艮 提供 1 


1 別 


情報 提供 内容の 例 


端末 

音声 


fe<; 器 
"^尸 


文字 
画像 


11 


出入口 


施設 事前 情報 


5〜20 m 手肯な 


* 


* 


氺 


あと 約 〇m で， 〇〇 施設が 右手に 
あります。 あと 約 〇m で， 〇〇 施 
設 正面 玄関です。 あと 約 〇m 前方 
に 〇〇 施設 正面 玄関 です。 上り 階 
段が 5 段あります。 〇m 先 左に 〇 
〇 施設 正面 玄関が あ ります。 上り 
階段が 5 段 あり， その 先 は 自動 ド 
ァ です。 


施設 出入口 


5〜20 m 手前 


木 


氺 


氺 


〇〇 施設 東 玄関 はこ ちらです。 〇 
〇 施設 正面 玄関 はこ ちらです。 ま 
つす ぐ 進んで く ださい。 


施設 内部 情報 


5〜20 m 手 則 




ネ 


ネ 


〇〇 施設 西 玄関 はこ ちらです。 受 
付 は， 入って 右 前方です。 入口 前 
に 階段が 5 段あります。 こちらが 
〇〇 施設 正面 玄関です。 自動 ドア 
になって います， 受付まで は， 点 
字 プロ ッ クに 沿ってお 進み 下さ 
い。 


12 


構造 物の 案内 
受付 窓口 


受付 案内 


5〜20 m 手前 


* 


木 


ネ 


総合 受付です。 


13 


チェックイン 
カウンタ 


受付 案内 


5〜20 m 手前 




* 


* 


総合 受付です。 


14 


エレべ 一夕 


現在 階数 情報 


5〜10 m 手刖 


* 


* 




こ こ は， 〇 階 エレ ベータ 入口です。 


上下 案内 


5〜10m 手前 


* 


氺 




エレ ベータ 入口 はこ ちらです。 
(この エレ ベータ は 上に 行き ま 
す。） 


押し ポタン 情報 


5〜10 m 手 HU 


* 


氺 




エレ ベータ 入口 はこ ちらです。 正 
面に 向かって 右に 押し ポタンで 

す。 

エレ ベータ 入口 はこ ちらです。 押 
し ボタン は 〇〇 にあります。 点字 
案内 は 〇〇 にあります。 中に 入つ 
てから 〇〇 に 各階の 案内が あ り ま 
す。 

1 -、、 >7 rT\ -ffTT ^ a^、 /"» ゝノ/ - L TV f ザ 

エレへ ータの 押し ホ タノ は 止 IS に 

向かって 右 （左） 側です。 


エレへ 一夕 数 案内 


5〜10 m 手,」 


* 


* 


* 


エレへ一 タは CJ 台 あ り ます。 


15 


エス 力 レー 夕 


エス カレー 夕 の 事 
M 口 大 U 


5〜10 m 手前 


* 


ネ 


* 


Om 先に エス カレ 一夕が あ り ま 
十 


エス カレー 夕の 開 
始 位置 


0.3〜0.6m 手前 


* 






エス カレ 一夕です。 

こ こから エス カレ 一夕です。 


16 


トイ レ 


トイレの 事前 情報 


5〜10 m 手前 


* 


氺 


* 


〇m 以内に トイレが あ ります。 


トイレの 位置 


5〜10 m 手前 




* 


* 


トイレです。 男子 トイレです。 女 
子 トイ レ です。 


男女 等 区別 


(入口 近傍） 


* 




* 


女子 トイ レ， 男子 トイレ， 多目的 
トイレが あります。 
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解説 表 1_ 情報 提供 内容 （続き) 



备 
号 


情報 提供 対象 


情報 提供 内容 


情報 提供 位置 


情 幸 


艮 提供 種別 


情報 提供 内容の 例 


端末 

音声 


機器 
音声 


文字 
画像 


16 


トイレ （続き） 


ト ィ レ 構造 


(入口 近傍） 


* 




* 


小便 器 は 右側， 大便 器が 左側です。 


個室 内 構造 情報 


(入口 近傍） 


* 




* 


洋式 （和式） です。 水流し の 位置 

は， 便器に 座り 6 時の 方向， トイ 
レツ トぺ一 パ一 の 位置 は， 3 時の 
方向です。 


点字 表示 


(入口 近傍） 


* 






点字 盤です。 


17 


自販機 


自販機 あり， 位置 


{ 5 〜 】 0m 手前 } 


* 


* 


木 


(飲料水） 自販機です。 


18 


公衆電話 


公衆電話 あり， 位置 


i5〜10m 手前 } 


* 


氺 


* 


公衆電話です。 
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売店 


売店 あり 


{ 5 〜10m 手前 } 


* 


* 


* 


売店です。 
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バス停 


バス 乗り 場の 事前 
情報 


{10111手前} 


* 


* 


* 


〇m 先に 市役所 前ノ マス （タクシー） 
乗り場です。 

〇〇 行き バス （タクシー） 乗り場 
が 〇m 先に あり ます。 


バス 乗り場の 位置 


10 m 手前 


* 


水 




(〇〇 行き） バス 乗り場です。 （こ 
こ は） 市役所 前， 〇〇 行き バス 乗 
り 場です。 

こ は） 市 ネせ所 前 港ハ 行き 

、しし k< ^ノ 1 |J 1>C ズノ 1 hJ リ， ^g^v^V_y 1 J cr 

の バス 乗り場です。 

(ここ は） 市役所 前， 〇〇 経由 〇〇 

行き バス 乗り場です。 

〇〇 行き， 市役所 前 バス 乗り場で 

す。 

〇〇 経由 〇〇 行き 〇番 バス 乗り場 
です。 
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タクシー 乗り 
場 


タクシー乗り場の 
事前 情報 


ilOm 手前 } 


* 


* 


* 


タクシー乗り場です。 

タクシー 乗り 場が 〇m 先に ありま 
す。 


タクシー 乗り リ' 'の 


ilOm 手前 } 


* 


* 


* 


タクシー乗り場です。 
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券 冗お 


券売機 事前 情報 


5〜10 m 手刖 


* 




* 


〇〇 駅 切符売場が あります。 
〇m 前方に 〇〇 駅 切符売場が あ り 
ます。 


券売機 位置 


5 〜： 10 m 手 


* 




* 


〇〇 駅 自動 券売機です。 

〇〇 線 △△ 駅 有人 切符売場です。 

〇 線 △△ 駅 有人 切符売場です。 


23 


改札口 


改札口の 音声 案内 


5〜10m 手前 


* 






改札口です。 


24 


乗降 位置 


乗車 位置 


乗降 位置 


* 






乗車 位置です。 


25 


パス 


乗降 口 


2 m や, 11 


* 






乗り 口です。 


注記 1 情報 提供 種別 欄の 端末 音声， 器 音声 及び 文字 画像 は それぞれ， 利用者 端末 音声， 案内 機器 音声 及び 利用 

者 端末 文字 • 画像 を 示す。 また， 記号 * は， 情報 提供 種別に 該当する こと を 示す。 
注記 2 情報 提供 位置の 手前 は， 手前 及び Z 又は 周辺 を 含む。 
注記 3 情報 提供 位置の { } で 示した 部分 は， 推定 値 を 示す。 
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f) 表示 及び 取扱説明書 （本体の 箇条 6) 利用者 端末の 取扱説明書 は， 文字， 画像な どで 作成した もの 
以外に， 点字， 音声な どで 作成した もの を 添付す る ことが 望ましい。 また， 媒体 は， 印刷物 （墨 字， 
点字） 及び 電子 データ （音声 データ， 文字' 画像， 手話 映像な ど） で， その 記載事項 を， 次に 示す。 

1) 利用者 端末 仕様 

2) 使用 環境 

3) 各部の 名称 

4) 操作 方法 

5) 安全 上の 注意 

6) 故障 時の 措置 

7) 利用に 関する 留意 事項 

注記 点検 修理， 白 じょう （杖)， 視覚 障害者 誘導 用 ブロック， 音響 信号機， その他 視覚 障害者の 
利用 に 供す る 歩行 移動の ための 支援 設備 類 と の 併用 及び その他の 留意 事項 

8) 製造業 者の 連絡先 

g) 附属 書 A 附属 書 A の 補足説明 を， 次に 示す。 

1) 設置 機器 信号 送信 通信 形態 （本体の A.2.1) A.2.1 (設置 機器 信号 送信 通信 形態） では， 信号 を 送 
信して いる 設置 機器 か ら ある 程度 は な れた 範囲で， 利用者が 歩行 中に 目 標が近 くに ある こと を 知り， 
目標に 更に 近づいて から 端末 操作 を 行う 場合が ある。 例と して， 警察庁の 歩行者 等 支援 情報通信 シ 
ス テム （PICS) では， 交差点に 近づいた こと を 知らせる 電波に よる 接近 報知機 能が あり， 横断 待ち 
位置で は， RIAS と 同じ 赤外線 方式に よる 歩行者 灯 器の 点灯 状態 を 知らせる 機能が ある。 歩行者 灯 
器の 点灯 状態 情報 は 可変 情報で あり， 音声で， "赤です， 渡れません （繰り返し）"， "青に なり まし 
た。 青です （繰り返し）" 及び "点滅です （繰り返し）" を 提供して いる。 

2) 設置 機器 信号 送信 • 利用者 端末 返信 通信 形態 （本体の A 丄 4) A.2.4 (設置 機器 信号 送信 • 利用者 
端末 返信 通信 形態） では， 信号 を 送信して いる 設置 機器から ある 程度 離れた 範囲で 利用者が 歩行 中 
に 目標が 近くに ある こと を 知り， 目標に 更に 近づいて から 端末 操作 を 行う 場合が ある。 例と して， 
電波で 目標 を 知らせる 機能が あり， 利用者が 目標に 近づいて から 設置 機器の スピーカ 作動 を 起動す 
る システムが ある。 

h) 附属 書 B 附属 書 B の 補足説明 を， 次に 示す。 

1) 各種 電子 的 情報 提供 機器への 対応 [本体の B.2a)] 利用者の 歩行 経路 上に は， 電波， 赤外線， RFID 
などの 媒体に よる 支援 システムが あり 得る。 これら を 利用して 1 台の 端末で シームレスに 歩行 を 行 
うため に は， 利用者 端末 は， 各種の 機器に 対応で きる ことが 望ましい。 

2) 提供され る 情報 [本体の B.2 b)] 利用者の 歩行の スキル 又は 歩行 状況によって， 必要と する 情報 
の レベルが 変わる。 利用者 端末で は， これら を 任意に 選択で きる ことが 望ましい。 

3) 利用者 端末の 向いて いる 方位の 検知 [本体の B.2C)] 誘導の 開始 点に おいて， 利用者に 最初に 歩 
き 出す 方向 を 示す ために は， 端末の 方位 を検 知す る 必要が ある。 

4) 周辺の ランドマーク 情報の 提供 場所の 方向の 検知 [本体の B.2 め] 通信に 赤外線 を 利用した 方式 
の 場合 は， 利用者 端末 を 案内 機器に 向けた ときの 利用者 端末 自身の 方向が， そのまま 利用者へ 目標 
物の 方向 を 示す 情報と なる。 この， 赤外線 方式の 利用者 端末 自身で 目標 物の 方向が 分かる 特徴 を も 
つ 機能の 観点から， この 項が 規定され た。 

5) 情報 提供の 予告 表現 [本体の B.2 e)] 利用者に 情報 を 確実に 提供す るた めに， 情報 提供の 予告 を 
行う ことが 望ましい。 
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6) 音声 情報の 文字 化 [本体の B.2 わ] 聴覚に 障害の ある 利用者に とって は， 全ての 音声 メッセージ 
が 文字 表示され ない と 周囲 状況の 把握な どに 支障 を きたす と の 意見が あ り ， こ の 項目 を 追加した。 

7) 情報 提供の 速度 [本体の B.2 h)] 利用者の 使用 状況 及び Z 又は 属性に よって， メッ セージの 読み 
上げ 速度な ど は 変更で きる ことが 必要で ある。 読み上げ 速度の 標準 値 は， 日本放送協会 （NHK) の 
アナウンサーの ニュース 読み上げ 速度 を 参考と し， 350 文字 Z 分が 望ましい。 この 速度 は， 年代と 
ともに 変わり， 1960 年代 は 300 文字/分， 現代 は 400 文字/分と いわれて いる。 

8) 音声 出力の 表示 [本体の B.2i)] 聴覚に 障害の ある 利用者が 文字 及び 画像 表示の ために 端末 を 操作 
したと きに， 意図に 反して 音声が 出力され た 状態に なって いても 気が付かない ことがあり 得る。 こ 
の 状態 を 回避す るた めに， 音声 出力の 表示 を 行う 要望が あり， この 項目 を 追加した。 

9) 振動の 調節 [本体の B.2 j)] 振動に よる 情報 提供 は， 振動の 強さ を 変化させる 方法， 及び 振動の 
断続の パ ターン を 変化させる 方法が あ る 。 

5 懸 お S 

今回の 改正に 当たって 懸案 事項と して 残された 事項 は， 次のと おりで ある。 

a) この 規格 は， 障害者 支援 情報に 関して， その 提供 場所 及び 提供 情報の 内容に ついて 規定して いる。 本 
来， 障害者 支援 機器の 設計 ガイドライン として は， 機器の 互換性 を 確保す る 観点から， 利用者 端末な 
どの ハー ドウ ヱァの 仕様まで 立ち入った 規定が 必要で ある。 この 問題 は， 旧規 格に おいても 懸案 事項 
として 残されて いる。 旧規 格の 策定 時と は 状況 は 異なる カ^ 今回， ハードウェア 仕様が 組み込まれな 
かった 主な 理由 は， 通信 技術 を 含む ハー ドウ X ァ 技術の 進展 速度 はます ます 加速し， 技術 仕様 を 規格 
に 入れ込む ことの 妥当性 判断， 及び 国土 交通 省 主導に よる "自律 移動 支援 プロ ジヱ クト" に 基づく 同 
システム の 技術 提案 と ， "障害者 等 IT パ リア フリー プロジェクト" で 開発 し た 利用者 端末 仕様 と の 整 
合性に 対する， この 規格の 主管 行政 部門 （経済 産業 省） による 指導な どに よる もので あり， これらの 
環境 条件が 整理され た 時期に， ハー ドウ ヱァの 仕様の 規定への 組み込み について 再検討 される ことが 
望ましい。 

b) この 規格で は， 本体の 箇条 5 において， 鉄道 駅の 駅舎 及び 駅舎 固有の 場所 名称 等 は 文 言上 記されて い 
ない。 その 理由 は， 駅ん 舎 等に おける 音声 • 音響 及び 視覚に よる 案内に ついては， 国土 交通 省の "公共 
交通機関の 旅客 施設に 関する 移動 等 円滑 化 整備 ガイドライン" に 規定され ている ので， それと 重複す 
る 記述 を 避けた ことによ る ものである。 駅舎 等 交通機関 関連 施設に おける 音声 • 音響 及び 視覚に よる 
案内 は， 障害者に とって 非常に 重要な もので あり， 将来， 端末 方式の 誘導 • 案 内装 置に 関する この 規 
定 と 前述の ガイドライン 等との 連携が 図れる ものになる ことが 望ましい。 

C) 現在， 学会な ど を はじめ 各方 面に おいて， 障害者 を 含めた 全ての 人々 に できるだけ 公平， 平等な 音サ 
インの あり方な どに ついて 検討され ようとし ている。 この 検討 結果 は， 将来， 音声 誘導 • 案内に 関す 
る ガイ ドライ ン 化の 可能性が あり， 互いに 連携して いく こ とが 望ましい。 

d) 現在， この 規格に 関連す る 国際規格 （ISO 規格） は 制定され ていない。 一方， この 規格の 内容 は， 国 
際 的な 視点から 普遍的な 要素 も 多々 含まれて いる。 また， この 規格の 根拠の 一つで ある "障害者 等 IT 
バリア フリー プロ ジヱ クト" では， 既に 米国' 欧州に おいて 実用化， 又は 研究開発され ている GPS, 
赤外線 （RIAS 方式)， RFID を 用いた 障害者の 誘導 • 案内 方式 を 採用して いる。 このような 背景から， 
この 規格の 内容 を 将来 国際 標準に する こと は， 障害者の QOL 向上の 観点から も， 重要 かつ 望ましい 
ことと 考える。 
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6 その他の 解説 事項 

a) こ の 規格 に 参考文献 と して 挙げてい る ISO/IEC Guide 71 (Guidelines for standards developers to address 
the needs of older persons and persons with disabilities) (ガイ ド 71) は， "国際規格の 作成に 携わる 人 を 対 
象と して， 高齢者 及び 障害者の ニーズ を どのように 考慮 すれば よい かの 指針 を 提供す る" こと を 目的 
に 制定され たもので あり， 規格の 作成 だけで な く ， 高齢者 • 障害者に 対する 様々 な 支援 機器 • シス テ 
ムを 設計す る 際に も 配慮す る 必要の ある 事項 も 示されて いる。 この ガイド 71 は， 今後， 障害者 支援 技 
術-システム （Assistive Technology/System) の 設計 '開 発に 当たり， 重要な 意味 を もつ ことから， こ 
の 規格の 作成に 際し 参考と した。 

b) ISO/IEC 19501:2005 [information technology — Open Distributed Processing ― Unified Modeling Language 
(UML)] は， ISO 規格の UML 表記の 規格で ある。 この 規格で も， 一部 UML 表記 を 採用した ため， 参 
考 文献と した。 

7 原案 作成 委員会の 構成 表 

原案 作成 委員会の 構成 表 を， 次に 示す。 



JIS T 0901 原案 作成 委員会 構成 表 

所属 

実 東京大学 
久 神 戸 学院 大学 

理 横浜巿 総合 リハビリテーション センター 
基 国立 障害者 リハビリテーション センター 研究所 
繁 早稲 田 大学 
尚 慶應義塾 大学 
彦 財団法人 日本規格協会 
彦 社会福祉 法人 日本 盲人 会 連合 
二 社会福祉 法人 日 本 点字 図書館 
二 財団法人 全日 本ろう あ 連盟 

夫 社会福祉 法人 全 日 本 難聴 者 • 中途 失 聴 者 団体 連合会 
明 社団法人 全国 脊髄 損傷 者 連合会 
和 社会福祉 法人 京都 ライトハウス 
子 財団法人 共用 品 推進機 構 
司 日本 電気 株式会社 
雄 三菱 プ レシ ジョ ン 株式会社 
好 池 野 通 建 株式会社 
理子 株式会社 NTT ドコモ 
男 ケージ 一 エス 株式会社 
一 日本 福祉 用具 • 生活 支援 用具 協会 
子 日本 福祉 用具 • 生活 支援 用具 協会 

(執筆者 鎌 田 実) 



^ 英 弘道吉 徹三節 俊 厚晴 國孝眞 武壮寧 

氏 田 中 訪内嶋 邊川中 松 井 屋藤田 風 知 村 松 水 野 

士心 良 

鎌 奥 田 誠 山川 渡 笹田久 川 妻 加 鴨 北 久松杉 榑清天 
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女』15規ぉ：^{及び 』15規}{}；^^解<1^にっぃてのぉリ^合せは， Mi お Ntl!^;i;t;^ 準 課まで. できる 限り V は 子 
メール （E-mail:sd@jsa.orjp) 又は FAX [(03)3405-5541] TEL 1(03)5770-1571] でお 頼い いたし ま 
す。 お 問合せに お答えす るに は， 閱係 先への 確認 等が 必要な ケースが ございま すので， 多少お 時 
閱カ f かかる 場合が ございます。 あらかじめ ご了承く ださい。 

★JIS 規格 票の 正 親 票が 発行され た 場合 は， 次の 要領で ご 案内いた します。 

(1) 当 協会 発行の た 1 刊ぉ "1^^^:^^;化と品：£^^?现" に， 正 *1：1 の 内？ さを掲 救いた します。 

(2) L お HIJ として fe^H 21 日 （21 曰が hWd 日， 日 B/i' 曰 乂は休 t ョの tli/t に は， その^ R) に， "日経 産 

3rmiiy" 及び "日刊 ェ菜新 lir の us 発行の 広告欄で， 正お 梨が 発行され た jis 規格 番 -き 及 
び 規格の 名称 をお 知らせい たします。 

なお， 当 協会の J1S 予約者の 方に は， 予約され ている 部門で 正誤 狭が 発行され た 場合， 自動的 

にお 送りいた します。 

★JTS 規格 t: の ご注文 は， 出版1^)T部出版サービス第ー課 [FAX(03)3583-0462TEL(03)3583-8002] 
又は 下記の 当 協会 名古屋 支部， 関西 支部に おき ま しても 承って おり ま すので， お 申込み く ださい。 
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